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 最近の日本の経済と財政の動向は、一部の景気指標に持ち直しの動きも見られるも

のの、物価、雇用などの指標は依然として厳しく、税収の大幅な回復を見込むこと

は困難となっています。 

 財政需要は、国・地方とも少子高齢社会の進行などよる社会保障関連経費が増大し

ています。 

 このほか、景気対策による各種施策を講じ、その財源は借金に依存する結果、国・

地方の全体で見た場合、大幅な財政赤字が進んでおります。 

 

 

 

 国においては施策の転換が図られており、平成 22 年度予算案では、「地域主権」の

基本理念のもと、地方財政対策の拡充に向け、地方交付税等による過去最大規模の

財源措置を講じることとしています。 

 一方、本市では、大幅な税収の減が見込まれますが、依然として財源超過団体であ

ることに変わりはないものと見込んでおり、国の地方財政対策による歳入の増加は

見込んでおりません。 

 今後、国と地方の税源配分のあり方の見直しが行われるとされ、その動向を注視し

ていく必要がありますが、より財政力の弱い団体にその充実を図るとしていること

から、本市における財源の拡充は厳しいものと考えています。 

 

 

 

 財源超過団体である本市にあっても、税収など歳入の増加が困難となる中、保育や

学校など子育て教育環境の充実、区画整理事業や都市計画道路整備など市民ニーズ

は非常に高く、財政運営は厳しい状況です。 

 市民が安心して、将来に希望を持った生活を送る上では、市民ニーズに的確に応え

つつ、単に将来に負担を先送りすることのない、健全で持続可能な財政運営が基本

です。このため、新たな財源の発掘、受益者負担の適正化、事務事業の不断の見直

しと合わせて、中期的な見通しを踏まえた、市債や基金の適切な管理が求められま

す。 

日 本 経 済 と 財 政 の 現 状 

国の地方財政対策と本市の状況 

本 市 財 政 運 営 の 基 本 方 針 

Ⅴ－１ 財政運営の基本方針 
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１ 経常的事務費の縮減 

経常的な行政経費は、市民サービスに影響が生じない範囲で、事務の効率化による職員

等の出張の削減、公用車など新たな備品購入の先送りや台数の削減、また従来枠配分して

いた軽微な修繕・食糧費・光熱水費・運営費補助金を一件審査したことによる削減や、単

独扶助費、電算システムの最適化などにより、合計 1 億 4 千万円余の縮減を達成しました。 

 

２ 歳入の確保 

市税等の歳入確保に向けた取り組みとして、市税納付推進センターでの電話催告、差押

物件のインターネット公売などを引き続き行うほか、昨年 10 月に設置した、「市原市債権

回収対策本部」による徴収体制の強化を図ります。さらに、歳入の収納率向上に効果の高

い口座振替について、新たに加入促進策を講じます。 

また、新たな財源として、平成 22 年度から公共施設等の命名権の導入を行うほか、利用

の予定のない土地の売払いを行います。 

 

３ 行政改革大綱の視点で見た成果 

 

 

 

 平成 22 年度での新たな取り組み 

① 市民サービスの向上 

 公共施設予約管理システムの改修（利用者の利便性の向上） 

 関連経費・・・・・・・・・・・・・・ 129 万円  

 市税等の電子申告の導入 

（対応申告書等：給与支払報告書、法人市民税、償却資産税） 

 関連経費・・・・・・・・・・・・・・・761 万円 

 図書配本サービスの拡充（中央図書館から公民館等への配本 週 3 回⇒週 5 回） 

 関連経費（増額分）・・・・・・・・・ ・202 万円 

 窓口サービスの充実（混雑緩和による細やかな窓口対応） 

 関連経費（高機能レジスターの導入）・・168 万円 

 南総公民館・鶴舞公民館管理の指定管理者への移行（図書室開設時間の延長ほか） 

 関連経費・・・・・ ・ 指定管理委託料 4,141 万円 

 

② 市民ニーズの反映 

 市民意識調査・・・・・・・・・・・・・・・461 万円   

 

視 点 １  市 民 と の 信 頼 性 の 構 築 

Ⅴ－２ 平成 22 年度予算での取り組み 
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① 定員管理と給与の適正化（全会計）・・・・・・・・・・・・  △ 4 億 6,629 万円 

  （※特殊要因による増加分を除いた場合の削減額 △ 6 億 1,041 万円） 

        ➲ 特殊要因  ・子ども手当の創設   7,728 万円 

                ・共済費の追加費用の増  6,685 万円 

 

 職員数の削減（全会計分）・・・・・・・・・ △23 人 

➲ H21 年度＝2,114 人 ⇒ H22 年度＝2,091 人 

 国保診療所の廃止・南総公民館の指定管理者制度への移行など 

 職員手当（全会計分、特別職を除く）・・・・・・・・・・・・△3 億 5,361 万円 

   （※特殊要因を除いた場合の削減額  △4 億 3,089 万円） 

        ➲ 特殊要因  ・子ども手当の創設   7,728 万円 

 期末勤勉手当（支給月数 4.50 月⇒4.15 月）△3 億 7,986 万円 

 特殊勤務手当廃止  △514 万円（不規則勤務手当・大型特殊自動車等運転業務

手当） 

   （これらの手当は、20 年度及び 21 年度中に条例改正を実施済ですが、21 年度当初予

算には反映されていません。） 

 

② 民間活力の活用 

 南総公民館・鶴舞公民館の指定管理者制度への移行 

 地域包括支援センター運営委託（１か所） 

 予防接種 二種混合を個別接種（医師会に委託） 

 ホストコンピュータからの納税通知書等の出力業務を外部へ委託 

 民間保育所への保育委託（（仮称）白塚保育所 22 年度上半期の開所をめざす） 

  

  

 

 

① 歳入の確保                          合計 8,899 万円                   

  市ホームページや各種封筒などへの広告料収入・・・・・・・・・・・  436 万円 

  未利用土地ほか不動産売払い収入・・・・・・・・・・・・・・・・・  7,037 万円 

 公金の適切な運用（基金等預金利子） ・・・・・・・・・・・・・・・ 1,426 万円 

  【参考】 

 将来負担を踏まえた市債の発行・・  56 億 1,710 万円 

 基金の活用 ・・・・・・・・・・  10 億 7,264 万円 

   （基金の内訳と主な活用内容） 

視 点 ２  簡 素 で 効 率 的 な 経 営 

視 点 ３  経 営 基 盤 の 強 化 
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 福祉基金（0.2 億円）⇒地域福祉活動推進事業、ブックスタート事業、 

保育所ガラス飛散防止フィルムほか 

 緑化基金（0.1 億円）⇒町会植樹用苗木、生垣設置奨励金、樹林保全地区等奨励金 

 文化基金（0.4 億円）⇒美術品収集事業、美術資料管理活用事業、国分寺台地区埋蔵文化 

財調査事業、出土文化財保存処理事業、水と彫刻の丘改修事業 

 財政調整基金（10.0 億円）⇒財源不足額への充当  

 

  ※使用料等利用者負担見直し・・・22 年度では見直しの結果、増額はありませんでした。 

市では、「市原市使用料等の適正化に関する基本方針」を定め、毎年、全ての使用料

等について前年度決算を踏まえた原価計算を行い、改定の適否を判断しております。

今後は、定期的な改定のルール化などを、受益者負担の適正化を一層推進する必要が

あります。 

 

  ※公共施設等の命名権（ネーミングライツ）の導入 

   平成 22 年度中に、命名権の募集を行います。対象施設や料金については今後決定を行

う予定です。 

 関連経費 命名権導入支援委託・・・40 万円 

 

② 歳出の縮減                        合計１億 4,453 万円 

 事務費等の経常的経費の３％削減による枠配分（効率的な事務の遂行）△3,140 万円 

 単独扶助費の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△4,003 万円 

 ねたきり高齢者おむつ給付への所得制限の導入 △623 万円 

 母子家庭等就学援助費の廃止（高校授業料無償化に伴うもの）△3,380 万円 

 誕生記念アルバムの廃止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△168 千円 

 共用使用する公用車の台数の削減 4 台・・・・・・・・・・・・・・ △80 万円 

 債務負担行為設定による用地取得方法の廃止による利息等の節減・・・△1,925 万円 

・債務負担行為により土地開発公社の立替払いとして 3 億 5 千万円の用地 

取得を行った場合の 1 年間の利息及び事務費 

・本市では、用地交渉等の状況により用地取得時期が未定のものについては、 

平成 21 年度予算から、原則として、それまでの土地開発公社の立替払方 

式から、土地開発基金を活用する方式に変更しました。 

・平成 22 年度取得計画事業 100 ページ参照） 

 電子計算システムの効率的な運用・・・・・・・・・・・・・・・・・△4,520 万円 

 ホストコンピュータによる納税通知書等の印刷を外部委託することで、大 

型のラインプリンタを廃止し、その維持管理経費を節減 

 複写機、プリンタ、スキャナの機能を併せ持つ複合機の導入により、複写 

機の設置台数を抑制 

 サーバの仮想化及びサーバの整理統合によりサーバの調達費用を削減 

 電算システムライセンスの一括調達による経費節減 

 投票用紙読取分類機の増設による開票時間の短縮・職員人件費（1 時間）△44 万円 
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 関連する歳出 投票用紙読取分類機 1 台 255 万円 

 選挙啓発物品の見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△156 万円 

 封入封緘機の導入による事務の効率化 （日々雇用等職員人件費）・・・△159 万円 

  関連する歳出 機器リース料 44 万円 

 補助金の見直し（廃止するもの）・・・・・・・・・・・・・・・・・・△258 万円 

 課題自主研究補助金  △11 万円 

 納税貯蓄組合連合会運営補助金  △80 万円 

 企業人材ＯＢ活用事業費補助金  △50 万円 

 私立幼稚園就園奨励等事務費補助金  △117 万円 

 

 ※ 平成 23 年の地上デジタルへの完全移行に伴い、22 年度中の買い替えやチューナ

ーの対応が望まれますが、テレビの設置目的を災害等の情報収集とした場合、イン

ターネットなど、テレビ以外の方法の充実化を踏まえ、真に必要な場所への設置を

見極める期間として、更新を 1 年先送りとしました。 
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市債の発行は、世代間の負担の公平性を図るほか、まちづくりを進める上で貴重な財源とな

ります。しかしながら、発行した年度では貴重な財源ですが、翌年からは元金や利子の返済が

始まります。したがって、発行にあたっては、過去に発行した市債の償還額と、新たな利率を

踏まえた新規発行分の償還の見込み、その他の歳出の見込みと、これを返済する財源（市税）

の見込みを総合的に考えた上で発行額を決める必要があります。 

現在の本市の財政状況や利率の動向等を踏まえると、普通会計の市債残高は標準財政規模程

度以内が望ましいと考えます。このことから、年間の市債発行額は 50 億円程度を基本とし、一

時的な需要などに対応する上限として 60 億円程度に抑制することで、健全な財政運営を維持で

きるものと考えます。 

平成 22 年度は、税収などの一般財源が 38 億円、6.8％も急激に減少している現状と、市民ニ

ーズへの的確な対応を考え合わせると、瞬間的には市債発行の拡大も、ある程度は容認する必

要があるものと考えております。 

❏ 市債残高の状況                            （単位：千円） 

会 計 名 
平成 21 年度末 

残 高 見 込 額 

平成 22 年度 

借 入 見 込 額 

平成 22 年度 

償 還 見 込 額 

平成 22 年度末 

残 高 見 込 額 

一 般 会 計 60,658,437 5,617,100 5,807,320 60,468,217 

特 別 ・ 企 業 会 計 44,031,193 1,662,800 2,640,098 43,053,895 

 農業集落排水事業 533,259 － 24,475 508,784 

下 水 道 事 業 26,380,500 1,235,100 1,681,798 25,933,802 

水 道 事 業 17,117,434 427,700 933,825 16,611,309 

合      計 104,689,630 7,279,900 8,447,418 103,522,112 

 

▲ 130.6

123.5

64.6

80.9
66.6 62.7

12.8 39.6

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

Ｈ6決算 H12決算

（ピーク）

H15決算 H18決算 H19決算 H20決算 H21（見込み） H22（予算）

億円
プライマリーバランスの推移（普通会計）

Ⅴ－３ 市債活用の基本的な考え方 
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プライマリーバランス（基礎的財政収支）とは、歳入総額から地方債を控除したものと、歳出総額から

公債費（地方債返済のための元利償還）を控除したものとの釣り合い状態を見るものです。つまり、公債

費以外の歳出が、地方債以外の歳入で賄われているかどうかを確認するものであり、世代間の受益と負担

の関係を表す指標です。歳入の税収等から歳出の一般歳出を差し引いたとき、プラス又はゼロであれば、

黒字又は均衡ということとなるため、望ましい状態と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２２年度以降の市債残高及び償還額の見込み 

 

 

 

 

 平成 22年度当初予算を踏まえ、今後の発行額を、50億円として普通会計（一般会計）の

市債残高と元金と利子の償還額の見込みを推計した結果は次のグラフのとおりです。

1,279

1,414

1,219 全会計

1,219 1,077 1,041 1,047
1,035

841

944

698
普通会計

637
614 594 607 605

500

1,000

1,500

Ｈ6決算 H8決算

（ピーク）

H15決算 H18決算 H19決算 H20決算 H21

（見込み）

H22

（予算）

億円 市債残高の推移

市債残高は、平成 8 年度をピークに、平成 21 年度は、普通会計では 337 億円、特別会

計を合わせた全会計でも 367 億円減少しています。平成 21 年度は、国の経済対策への対

応等から発行額は増大すると見込んでいます。よって、21 年度の残高見込みは一時的に

増加しますが、22 年度では再び減少に転じるものと見込んでいます。 

平成 22 年度以降は、普通会計については償還する主な財源となる市税等の規模（標準

財政規模）以内程度が望ましいと考えていますが、市税は落ち込んできておりますので、

留意が必要です。 

 

【試算の前提条件】 

・発行額・・・平成 21 年度＝73 億円、22 年度＝56 億円、23 年度以降＝50 億円 

・償還期間・・元利均等 15 年償還（元金償還据置期間 2 年） 

・利率・・・・利率 3.0％ 
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億円
市債年度別償還額（元金・利子)

既発債元金（償還額）

既発債利子（償還額）

新発債元金（償還額）

新発債利子（償還額）

 

   ◎ 平成 21年度及び 22年度と発行額が 50億円を上回っていますが、23年度以降 50億円

程度の発行額を維持すれば、残高は緩やかに減少していくものと見込んでいます。 

 

    ◎ 市債の毎年の償還額は、「公債費」として毎年の歳出予算から支出されます。22 年

度以降は、23 年度の 68 億円を底として、24 年度以降は上昇に転じる見込みですが、

大きな増加はなく、毎年 70 億円前後で推移するものと見込んでいます。 

 

  

637 614 594
534

476
420

365
313

263 223 187 154 127 102

0
0

0 73 129 179 224 266 304 339 370 397 420 439

0
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 市では、貯金にあたる基金を設置しています。基金の残高は大きければ大きいほどよいとい

うものではありませんが、歳入の大幅な減少や臨時の財政需要などに備え、一定額の確保が必

要と考えています。特に特定の目的を持たない基金である「財政調整基金」については、残高

は一般的に、標準財政規模の 5％から 10％程度が適当とされており、本市の場合は、25 億円か

ら 50億円程度が望ましいものと考えています。 

 

◎ 財政調整基金の取崩しは、平成 21 年度当初予算は 15 億円、その後の補正予算で 1億円、

合計 16 億円を見込みましたが、決算見込みでは 8億円まで下げることとしています。これ

は、新たな市債の発行が可能となったことなどから、基金取崩しを抑制し、市債に振り替

えたことによるものです。 

その考え方は概ね次の点から総合的に判断したものです。 

 21 年度の市債発行額は大きく増加するものの、市債の利率が低率であることなどか

ら、今後の償還額や残高が市の財政運営に大幅な影響を与える見込みが少ないこと。 

 今後、学校建設等の大きな財政需要により財源不足が見込まれること。 

 災害など不測の事態に対し自主的に用意できる最終的な財源であること。 

 

  ◎ 今後の景気の動向は不透明であることから、財政調整基金の一定額の確保が必要です。

本市はこれまで、翌年度の決算状況を見極めながら、補正予算により基金取崩しの減額や

積み増しなどの対応をとっておりましたが、今後は決算後速やかに、剰余金の半額以上を

積立てる（決算積立）などの対応が求められます。 

  

Ⅴ－４ 基金活用の基本的な考え方 
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  平成 22 年度の予算案を踏まえた主な財政指標の見込みは次のとおりです。（単位：百万円、％） 

財政指標の状況 22 年度 21 年度 増 減 評 価 

標 準 財 政 規 模 百万円 50,719 55,058 ▲4,339  

経 常 収 支 比 率 ％ 90.7 87.9 2.8  

実 質 公 債 費 比 率 ％ 14.0 13.5 0.5  

将 来 負 担 比 率 ％ 121.1 114.1 7.0  

地 方 債 残 高 百万円 60,468 59,315 1,153  

地 方 債 依 存 度 ％ 6.8 6.5 0.3％  

積 立 基 金 残 高 百万円 5,375 5,680 ▲305  

※22 年度、21年度とも当初予算ベースで算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語解説 

 標準財政規模：地方公共団体の標準的な一般財源の規模を現す数値。 

 経常収支比率：団体の財政構造の弾力性を示す指標で、人件費、扶助費、公債費等の経常的

経費に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税等の経常一般財源、減収補てん債特

例分及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。 

 実質公債費比率：健全化判断比率４指標の一つ。公債費及び公債費に準じた経費の比重を示

す比率。18％以上の団体は地方債の発行にあたり都道府県の許可を要することになる。 

 将来負担比率：地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公

共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な債務の標準財政規模に対する割合。 

 地方債依存度：歳入総額に対する地方債の割合。 

 積立金現在高：財政調整基金、福祉基金、国際交流基金、緑化基金、文化基金等の基金残高

の総額。 

○標準財政規模は、個人・法人からの市民税、各種交付金の減少に伴い 43 億円の減。 

○経常収支比率は、分子の経常経費充当一般財源等は人件費や公債費の減少で前年度より 6 億円

減少したものの、分母となる経常一般財源等が市税等の落ち込みで 23 億円減（市税▲29 億

円、交付金▲6 億円、臨時財政対策債＋12 億円）となったため、2.8 ポイント悪化。 

○実質公債費比率は、分子となる公債費、債務負担行為支出額は減少したものの、分母の標準財

政規模が、分子の減少分を大きく上回って減少したことから数値が悪化。 

○将来負担比率は、分子となる将来負担のうち、地方債残高、債務負担支出予定額が微増、将来

負担の充当財源となる基金の減少により悪化。 

○地方債依存度は、税収減をうめるため臨時財政対策債を 12 億円増額したことなどから、歳入に

占める割合が増え、悪化した。 

○積立基金現在高は、財政調整基金、その他特定目的基金とも積立額より取崩額が大幅に上回り、

減少している。 

 

Ⅴ－５ 財政指標の状況 
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Ⅵ ゼロ予算事業 
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ゼロ予算事業への取組み 

 

 

 

平成 22 年度での主な取組みは次のとおりです。 

事 業 名 

（担当部） 
事 業 内 容 区分 

職員向け市政ＰＲ用小

冊子の作成 

（企画部） 

主要な計画や特色ある施策などのポイントをまとめた職員向け市政

ＰＲ用小冊子「これだけは知っておきたい市政のいま」（1,000 冊）を、

外注せずに作成・配布し、市政の積極的なＰＲ等に活用する。 

継続 

花プロジェクト２０１０ 

（企画部） 

市原市を縦断する小湊鐵道沿線に菜の花の種を播種し、咲かせる

ことにより、地域資源である小湊鐵道をクローズアップさせ、鉄道及び

沿線地域の活性化と観光スポットを創出する。 

小湊鐵道に乗車し担当する各駅へ向かい、地元ボランティアや一

般参加者の方々と一緒に鉄道沿線及び駅敷地に菜の花の種をまく。

作業完了後、小湊鐵道に乗車し各駅から養老渓谷駅へ移動し、昼食

会を実施する。春には種まきに参加した方と、開花した菜の花を見学

するツアーを実施する。 

継続 

平和推進標語コンクー

ル(企画部) 

市内の中学生を対象に、標語の創作を通じて、平和の尊さ・世界

平和の重要性についての意識を高める 
継続 

市民ガイド（暮らしの便

利帳市原）の作成 

（企画部） 

隔年で制作している市民ガイドを、民間事業者との共同発行とす

る。経費は事業者が集めた広告料収入で賄う。 
継続 

ティータイムミーティング

（企画部） 

市民の意見を伺い市政に反映させるため、5人～10人程度の市民

グループと市長がお茶を飲みながら和やかな雰囲気の中で意見交換

を行う。 

継続 

災害協力井戸登録事業

（総務部） 

災害時に生活用水の不足を補うことを目的として、市民等が保有す

る既存の井戸を登録してもらい、生活用水不足時にはその他の市民

等へ井戸を提供してもらうための事前登録を行う。 

継続 

通信ボランティア登録制

度（総務部） 

災害時に電話回線等が不通の場合に備え、市内災害情報の入手

及び市の防災拠点や避難場所等における情報伝達協力を目的とし

て、アマチュア無線免許及び無線局を保有する市民による通信ボラ

ンティアの事前登録を行う。 

継続 

自主防災組織訓練指導

（総務部） 

自主防災会が独自に行う防災訓練等において、要請に基づき所

管地域の消防署（分署）による訓練指導を派遣する。 
継続 

避難所案内看板設置 

（総務部） 

地域防災計画における避難収容計画に基づき、災害発生時に住

民等を避難場所へ迅速かつ円滑に誘導するための標識を設置する

にあたり、ＮＰＯ法人都市環境標識協会と協定を締結し協働事業とし

て、民間資金並びに民間の経営及び技術的能力を導入することによ

り、尐ない負担で質の高い市民サービスの提供に努めている。 

継続 

厳しい財政状況が続く中で、市民との協働・連携など、人件費と少額の事務費など創

意工夫により「金よりも知恵を出す」事業として「ゼロ予算事業」に取り組みます。 
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事 業 名 

（担当部） 
事 業 内 容 区分 

協働キャラバン隊事業 

（市民生活部） 

２１年度中に策定・発行予定の「協働ガイドブック」（市民向け）を使

って「協働によるまちづくり」の草の根運動を展開する。 

この事業は、「協働のいちはら まちづくり会議」の委員や協働事業

を行っている市民活動団体と随時アイデアを出しながら、例えば市内

の各種事業や地区の集会にキャラバン隊を編成するなどして参加し、

「協働によるまちづくりルールへの提言書」の１つである「市民活動に

関する講座や研修の実施」の具現化を図る。 

新規 

市原市高齢者生活安心

カード事業 

（保健福祉部） 

市内に居住する 65 歳以上の高齢者を対象に、緊急連絡先やかか

りつけ医の連絡先などを記入する「市原市高齢者生活安心カード」

を、希望者に無料で配布する。 

生活安心カードの活用により、高齢者が外出先で急病や事故等に

あった場合に、発見者や救急隊による迅速かつ円滑な援護につなげ

る。 

新規 

市原市精神障がい者ス

ポーツ・レクリエーション

大会 

（通称：ふれＩリーグ） 

（保健福祉部） 

精神科に入院している患者を対象とし、年3回公共施設（中央武道

館・文化の森等）にて球技大会やピクニックを実施する。病院関係者

が実行委員となり、入院患者に「院内では体験できない機会」を与え

ることで、社会規範習得や仲間づくりにつなげるとともに、社会復帰に

対する意欲増進を図る。 

継続 

子育てに優しい企業顕

彰 

（子育て支援部） 

地域社会全体で子育て家庭を支援する気運を醸成するため、従業

員を対象とした子育て支援について特別な取組を実施している企業

を顕彰し、その事例を広報紙、ホームページで公表する（取組事例；

企業内託児所の整備・保育料補助等の経済的支援など）。  

継続 

緑のカーテン事業 

（環境部） 

緑化の推進による二酸化炭素削減につなげる事業として市役所本

庁舎をはじめ公共施設、小中学校で実施する。 

また、企業や市民に取り組んでもらうためのＰＲを行うとともに、コン

テストを実施する。苗や肥料などは、民間事業者の協力を得て無償

提供してもらう。  

拡充 

ストップ温暖化講座 

（環境部） 

民生部門の温室効果ガス削減を推進するため、市民を対象に身近

な温暖化対策に関する講座を開催する。 

 

継続 

いちはらⅰ（愛）キャップ

事業 

（環境部） 

ペットボトルのキャップを回収し、その売却益をもって世界の子ども

にワクチンを届ける「エコキャップ運動」を社会福祉協議会と協力・連

携して実施する。 

市民のボランティア意識の醸成による地域福祉の活性化と、市民・

事業者との協働による、ごみの減量化・再資源化に取り組むもの。 

○ 回収拠点 31 箇所（支所等公共施設、ｽｰﾊﾟｰマーケットなど） 

 

継続 

市原市ボランティア清掃 

（環境部） 

ボランティア団体及び市職員の積極的な協力により、国道 16 号線

や市役所周辺等の清掃活動とポイ捨て防止の為の啓発活動を実施

する。 

 

継続 

商業・観光振興のため

の「食」の開発プロジェク

ト（農商工観連携事業） 

（経済部） 

地域に人を呼び込む観光資源の一つとして「その地域の食材を使

った魅力ある食」の研究開発を行う。地産地消型にこだわった「新・ご

当地グルメ」で交流人口を増やし、地域を元気にすることで、併せて

商業振興も図るものである。平成２２年度は、食材や実施組織等の検

討を行い、実施可能かの判断を行っていく。 

新規 
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事 業 名 

（担当部） 
事 業 内 容 区分 

農商工観連携事業 

（経済部） 

市内の地域経済の活性化を促進するため、経済部内で、農商工連

携における検討会を設け、農協、商工会議所と連携して、分野の異な

る事業者同士が手を組み、新事業を生み出す仕組みを検討する。 

継続 

中小企業金融サポート

ガイド事業 

（経済部） 

中小企業者やこれから起業をする方の金融情報をサポートするた

め、公的な支援制度や創業計画書などの書き方を記し、問合せ先一

覧などを載せた冊子を作成する。 

今まで集約されていなかった公的支援の概要を一つの冊子に取り

まとめることで、市内の企業に活用してもらい、もって市内中小企業の

活性化を図る。 

 

新規 

障がい者職業相談 

（経済部） 

市内の障がい者の利便性の向上を図るため、千葉南公共職業安

定所から専門の相談員を派遣してもらい、市原ワークプラザにおい

て、障がい者の職業相談を実施する。 

 

継続 

就職面接会 

（経済部） 

市内の就労困難者の就職を促進するため、市内を中心とした事業

所を募集し、就職面接会を実施する。 

 

 

継続 

就職支援個別相談 

（経済部） 

求職者及び在職者に対し、職業適性検査・職業訓練の紹介・応募

書類の書き方・面接の受け方等の就職支援を市原ワークプラザにお

いて実施する。 

 

継続 

ジョブカフェちば出張版

(経済部) 

若年者の能力向上や就職促進を図るため、県が設置した若年者

就労支援施設「ジョブカフェちば」の出張セミナーを実施する。 

 

継続 

農産物パウダー化推進

事業  

（経済部）  

イベントでの米粉を活用した商品の展示・販売や米粉アイデイア料

理レシピの配布等によるＰＲ活動及び料理教室等での活用促進によ

り米の消費拡大を図るともに、米粉の安定供給のための体制づくりを

進めていく。 

 

継続 

農林業男女共同参画推

進事業 

（経済部） 

千葉県農山漁村における男女共同参画基本方針を踏まえ、女性

団体の活動支援や関係団体との連携により、家族経営協定締結や社

会参画の機会を増やし、農林業に関わる女性のエンパワーメントを推

進するとともに、多様な担い手等の育成・確保につなげる。 

 平成２２年度は、新たに関係機関との担当者会議を定期的に開

催し、各種協議会等での女性メンバーの登用、イベント等への女性グ

ループのより一層の参画を推進する。 

 

拡充 

市内農産物 PR 及び販

売促進事業 

（経済部） 

アクアラインの通行料値下げによる利用者増加を踏まえ、海ほたる

にて JA市原市と協力のもと旬の市内産農産物のPR及び販売を実施

する。市内外の消費者に本市の特産品等を知ってもらい、味わっても

らうことで、本市農業の活性化を目指す。 

 

継続 

学校給食への市内産農

産物利用拡大事業 

（経済部） 

市原市民に元気な笑顔を広げる地産地消推進条例及び市原市食

育推進計画の目的を具現化するため、JA 市原市や教育委員会と連

携し、一種類でも多くの市内産農産物を継続的に利用するためのしく

み作りを進める。 

新規 
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事 業 名 

（担当部） 
事 業 内 容 区分 

里山活動推進事業 

（経済部） 

市内で活動する里山活動団体による連絡会議を開催し、情報交換

や活動協力を図るとともに、各里山活動団体の活動状況やイベント等

の情報発信を行い、更なる里山づくりを進める。 

継続 

子ども達の森林体験活

動事業 

（経済部） 

市内の小学校 5 年生レベルの児童を対象に、林業体験活動や森

林をフィールドとした各種野外活動を実施し、森林の機能や環境保

全などの森林の持つ多面的機能の総合的な理解を推進する。 

 

継続 

市民と協働による街路

樹診断事業 

（土木部） 

青葉台や桜台などの住宅地では、場所により歩道の街路樹が巨木

化し、根上がりによる通行支障が出ている。また、剪定方法などにつ

いても、たびたび住民とのトラブルが発生している。このようなことか

ら、樹木医などの専門家の意見も取り入れながら、地域住民とともに

現地診断・話し合いを行い、地域との合意形成による管理の適性化

を図る。 

新規 

耐震リフォーム活性化

事業 

（都市計画部） 

木造住宅の耐震化をリフォームと併せて行えるよう、以下の 4 つの

事業を推進する。 

①耐震リフォーム事例集を作成し、木造住宅無料耐震相談会等で

閲覧できるようにする。 

②相談窓口等で、自宅のリフォームイメージをシミュレーション体験

できるようなシステムを作る。 

③市内業者を育成し、多種のリフォームに対応できるよう業務の充

実を図る。 

④低金利融資制度等、総合支援制度導入に向けて民間金融機関

等との協議・検討を行う。 

継続 

国民読書年ＰＲ事業 

（生涯学習部） 

近年の読書離れ・活字離れに歯止めをかけるため、国会決議によ

って２０１０年が「国民読書年」と定められたことを受けて、図書館のイ

ベントなどで「国民読書年」をＰＲし、市民の読書活動の推進を図る。 

 

新規 

本と雑誌のリサイクルフ

ェア（生涯学習部） 

図書館資料としての役目を終えた図書や雑誌を、年１回読書週間

に合わせて無料で配布する。 

 

継続 

市原子どもサマーキャン

プ（生涯学習部） 

夏休みの期間に、1泊で小学生に対しサッカーや遊びを中心とした

スポーツ体験教室を行う。ジェフユナイテッドの協力を得て実施する。 
継続 

民俗資料展示公開事業

（生涯学習部） 

市民が文化遺産に親しむとともに、市民の郷土意識の向上に資す

るため、ＪＲ八幡宿駅コンコースの市民ギャラリーなどにおいて、江戸

時代から昭和にかけて使用された生業・生活道具などの民具資料の

展示公開を行う。 

継続 

埋蔵文化財活用事業 

（生涯学習部） 

市民の文化財に対する認識や郷土意識の高揚を図るため、発掘

調査の成果など埋蔵文化財をテーマにした「歴史講座」や小学生の

親子を対象とした「貝アクセサリーづくり」、「泥めんこづくり」、「アンギ

ン編み」、「土器づくり」、「火起こし」などの「ものづくり体験学習」など

を実施する。 

継続 

「小学校出前水道教室」 

（水道部） 

市営水道給水区域内の小学校を対象に、「浄水処理実験（凝集沈

でん実験等）」や「きき水体験」等を通して、水道に対する正しい理解

と認識を深める出前教室を実施する。 

新規 

各種出前講座 市職員が講師として地域に出向き、市の施策の説明や講習等を

行います。平成２１年度末現在で８８の講座メニューがあります。（平

成２２年度からの追加を予定する新規講座は、ゼロ予算事業として表

示しています。） 

継続 
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平 成 ２ ２ 年 度 予 算 編 成 方 針 

 

市   長 

第１ 本市を取り巻く財政環境 

 

１ 社会経済情勢 

 

 現下の日本の経済状況は、過去最悪とされる景気の低迷を脱したとされているが、

雇用と物価の経済指標は前例の無い厳しい数字を示し、加えて給与所得の大幅下落

など、本格的な回復にはほど遠い状況となっている。 

一方、国政においては政権が交代し、子育て支援、後期高齢者医療制度、地方へ

の補助金のあり方等の見直しが進められており、地方の行財政運営への影響が確実

となっている。 

 

２ 本市の財政状況と財政見通し 

 

(1)  財政状況 

 平成 20 年度決算は、歳入面では、市税ほか譲与税交付金が軒並み減少し、歳出

面では、人件費及び公債費の減により経常的経費の減少が図られたものの、財源の

減少を補うまでには至らず、止む無く基金からの繰入れや市債の増発で凌いだとこ

ろである。 

 これらの結果、財政指標は、経常収支比率で 83.8％と前年度から 2.9 ポイント改

善したものの、健全性をやや欠く状況に変わりはない。 

 さらに、平成 21 年度の税収は、予算編成時に比べ 14 億円もの減収が見込まれて

おり、財政調整基金からの繰入れが避けられない状況となっている。 

 

(2)  財政見通し 

 歳入の根幹となる市税は、地価の下落、個人所得及び企業収益の減、さらには設

備投資の抑制も加わり、大幅な減収が避けられず、その下落率は本市はじまって以

来最大の規模と見込まれる。一方、歳出面では、人件費や公債費の抑制を見込むも

のの、少子高齢社会の進行に加え、雇用の悪化からも扶助費等の社会保障関連経費

が増大し、現状のままで推移すれば、経常的な経費の増加は確実である。 
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 この結果、臨時的・政策的な経費に充当できる財源はほとんど残らず、現時点で

の平成 22 年度の財政推計では、これまでどおりの事業の執行及び実施計画事業の

完全実施を前提とした場合、45 億円を超える財源不足が生じるものと見込んでいる。

さらに、今後の中長期的な財政見通しにおいても、引き続き厳しい財政状況を想定

せざるを得ない。 

   

第２ 予算編成の基本方針 

 

 平成22年度の予算編成に向けた本市の財政状況は極めて厳しい。しかしながら、

市民福祉のさらなる向上は、行政が果たすべき使命であり、目指すべき健全な財政

運営も、この使命を果たした上で達成したと言うべきである。 

そこで、平成 22 年度予算は、次に定める方針により編成する。 

 

１ 基本的な考え方 

 

(1)  実施計画への的確な対応と成果重視の予算編成 

平成 22 年度は、実施計画「輝☆望いちはら」の最終年度となることから、その総

仕上げに向け、次の視点により、一層の「選択と集中」により編成する。 

① 成果重視の予算編成 

事業を的確に評価した上で、成果指標の達成、市民満足度の向上が確実に期

待できる成果重視の予算編成を行う。 

② 重点課題に対応した予算編成 

  現下の社会経済情勢等を勘案し、次の施策に予算を重点配分する。 

ア．子育て・教育環境の充実につながる事業 

イ．人と人・家庭と地域の絆の向上につながる事業 

ウ．地域経済の活性化につながる事業 

 

(2)  将来負担の健全性の確保 

市債は、将来世代への過度な負担とならないよう、プライマリーバランス均衡を

大前提とした上で適切な発行を行う。 

また、債務負担行為のうち用地取得等の公債費に準ずるものは、可能な限り計画

的にこれを買い取るなど、将来負担の健全性の確保に向けた取り組みを継続する。 
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２ 編成に向けた取り組み 

 

既存の事業を従前どおり実施していたのでは、市民の満足は得られない。よって、

今後の財政見通しも踏まえ、次のとおり行政改革を断行し、編成にあたるものとす

る。 

 なお、国の制度改正については、その情報収集を的確に行い、現行制度での編成

を進めつつ、適宜、編成の過程で調整を加えるものとする。 

 

(1)  歳入確保 

ア．平成 21 年度に新たに設置した「市原市債権回収対策本部」を中心に、税

等の滞納額の縮減を強力に推進する。 

イ．広告料など新たな財源の発掘に努める。特に、新たな取り組みとして、公

共施設等の命名権（ネーミングライツ）の導入に積極的に取り組む。 

ウ．遊休財産の有効活用と売払いを進める。 

エ．受益者負担の適正化を図り、使用料等の見直しを推進する。 

オ．各基金は、その目的に照らし適正に活用する。しかしながら、財政調整基

金は、今後の財政需要の増大等を考慮し、可能な限り取崩しを抑制する。 

カ．新たな事業の要求にあたっては、国県支出金等の特定財源の確保を基本と

する。 

 

(2)  歳出の徹底した見直し 

ア．次期行政改革大綱策定に伴う「事務事業の総点検」により、歳出全般にわ

たる徹底した見直しを行い、経費の削減を図る。 

イ．内部事務経費や施設管理経費などの行政経営経費については、一部を除き、

配分した財源の中で、各部が主体的に編成することとする。部長等は、事業

の組替え、統廃合を含めた大胆な見直しにより所管部内の予算編成を行う。 

 

(3)  市民との協働によるまちづくりの推進 

ア．市民・企業・ＮＰＯ等の多様な主体との連携・協働を進めるため、全ての

事業について検証する。併せて、わずかな経費でより効果的に事業を実施す

るゼロ予算事業に積極的に取り組む。 

イ．地域経済の活性化に向けた事業の検討にあたっては、本年 9 月に制定され

た「市原市民に元気な笑顔を広げる地産地消推進条例」などを踏まえ、市民・
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事業者等との協働や地域の特性を生かすことに十分配慮する。 

ウ． 半世紀に一度のビッグイベントである国民体育大会の成功に向けて、「お

もてなしの心」と「市民総参加」による事業展開に取り組む。この際、本市の

あらゆる資源を最大限に活用し、既存事業からの振替えを中心に対応する。 

 

(4) その他 

① インセンティブ予算制度の拡充 

   事業の創意工夫による見直しで生じた節減額を他の予算に加算するインセン

ティブ予算制度を、予算編成時だけでなく、執行時にまで拡大することとする。

なお、執行分は、平成 21 年度予算から適用し、平成 21 年度の節減分は平成 23

年度予算編成に反映させる。 

②  まちづくり経費 

実施計画事業等政策的な経費である「まちづくり経費」については、一定の

要求限度額を設ける。 

③  チャレンジ経費 

新たな経常的事業を開始する場合には、「チャレンジ経費」として、既存事業

の廃止や見直しによりその財源を産み出すこと、すなわちスクラップ・アンド・

ビルドを徹底する。 

④ 人件費 

人件費は、官民の役割分担、業務の効率化などによりその抑制を図る。 

⑤ 負担金及び補助金 

経常的な支出であっても、その必要性・効果の検証を踏まえた要求とし、配

分にあたっては、ゼロベースから調整を行う。 

⑥ 繰出金 

特別会計は、料金の改定等による自主財源の確保のほか、事業の思い切った

見直しにより、一般会計からの基準外の繰出金（補助金）を抑制する。 

⑦ 予算編成に係る情報公開の推進 

市民との協働を推進し、市民から信頼を得た行政運営を推進するため、平成

21 年度予算編成から試行的に開始した予算編成過程の公開を一層効果的に行い、

その他予算関連の情報についても可能な限り範囲を広げ、公開に努める。 

⑧ その他 

その他一般的事項については、この予算編成方針に基づき「予算編成要綱」

として別に定める。 



(1)各種団体への補助 (単位：千円）

補助及び交付金等の名称（担当課） 交付先 予算額

 政務調査費交付金（議会事務局） 市原市議会における各会派 47,520

 交通安全協会補助金（生活安全課） 市原交通安全協会、南総交通安全協会 1,513

 コミュニティバス等運行支援事業補助金（交通政策課） あおばす、コスモス南総 17,968

 コミュニティバス等導入調査研究事業補助金（交通政策課） 町会に認められた団体 400

 コミュニティ助成事業補助金 （市民活動支援課） 町会等 2,500

市民活動支援補助金（市民活動支援課） ＮＰＯ、ボランティア団体等 1,500

 ボランティアセンター・市民活動センター運営費補助金
（市民活動支援課）

市原市社会福祉協議会 30,000

 掲示板設置補助金（市民活動支援課） 町会等 800

 行政協力交付金（市民活動支援課） 市原市町会長連合会 53,200

 ゆめ半島千葉国体市原市実行委員会補助金
（国体推進課）

ゆめ半島千葉国体市原市実行委員会 325,872

 ノンステップバス導入補助金（交通政策課） 市内路線バス事業者 3,800

 路線バス運行維持費補助金（交通政策課） 市内路線バス事業者 13,146

 国際交流協会補助金（人権・国際交流課） 市原市国際交流協会 2,394

 市原市統計調査員連合会補助金（企画調整課） 市原市統計調査員連合会 412

 市原地域交通安全活動推進委員協議会補助金
（生活安全課）

市原市地域交通安全活動推進委員協議
会

320

 町会集会施設整備事業補助金（市民活動支援課） 喜多中央町会ほか5町会 11,000

 町会長連合会運営費補助金（市民活動支援課） 市原市町会長連合会 2,060

 防犯街灯設置費補助金（生活安全課） 町会等 18,000

 防犯街灯電気料補助金（生活安全課） 町会等 62,000

「小さな親切」運動市原市支部補助金
（総務課）

「小さな親切」運動市原市支部 27

 自衛隊協力会補助金（総務課） 市原市自衛隊協力会 54

 市原市明るい選挙推進協議会補助金
（選挙管理委員会事務局）

市原市明るい選挙推進協議会 428

 地域活動支援センターⅢ型事業運営費補助金
（障がい者支援課）

NPO法人みち　ほか6法人 26,300

 地域福祉活動補助金（保健福祉課） 小域福祉ネットワーク　20団体 2,400

 地域福祉拠点活動整備モデル事業補助金
（保健福祉課）

小学校区単位を基本とする地域福祉活動
推進団体

1,200

「協働のいちはら・まちづくり会議」事業費補助金
（市民活動支援課）

協働のいちはら・まちづくり会議 365

 保護司会補助金（保健福祉課） 市原地区保護司会 690

平成22年度　補助及び交付金一覧表（一般会計）
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補助及び交付金等の名称（担当課） 交付先 予算額

 原爆被災者の会補助金（保健福祉課） 市原市原爆被災者の会 60

 グループホーム等運営費補助金（障がい者支援課） 社会福祉法人佑啓会　ほか22法人 15,000

 コスモス国際親善尐年野球大会事業補助金
（子ども福祉課）

コスモス国際尐年野球実行委員会 1,382

 子育て支援員協議会活動費補助金（子ども福祉課） 市原市子育て支援員協議会 600

 尐年の翼事業補助金（子ども福祉課） 財団法人市原市体育協会 513

 いちはら100㎞徒歩の旅事業補助金（子ども福祉課） 社団法人市原青年会議所 950

 かずさカップ大会事業補助金（子ども福祉課）
社団法人市原青年会議所　特別事業実
行委員会

546

 シルバー人材センター運営費補助金（高齢者支援課） (社)市原市シルバー人材センター 15,000

 人権啓発事業補助金（人権・国際交流課）
市内に拠点を置き人権啓発事業を行う団
体

400

 ちびっ子ファミリーフェスティバル事業補助金
（子ども福祉課）

市原市ちびっ子ファミリーフェスティバル
実行委員会

346

 民間保育所施設整備費補助金 （保育課） (仮称）社会福祉法人　おもいやり福祉会 162,790

 民間保育所運営事業等助成金 （保育課） 社会福祉法人市原福祉会ほか３法人 93,334

 遺族会補助金（保健福祉課） 市原市遺族会 400

 家庭的保育事業運営費補助金 （保育課） 家庭的保育者（8名） 3,912

 郷友会補助金（保健福祉課） 市原市郷友会 100

 敬老会事業補助金（高齢者支援課） 市原市社会福祉協議会 37,000

 更生保護女性会補助金（保健福祉課） 市原市更生保護女性会 100

 社会福祉協議会運営費補助金（保健福祉課） 市原市社会福祉協議会 65,500

 傷痍軍人会補助金（保健福祉課） 市原市傷痍軍人会 60

 障害福祉施設整備資金借入金補助金（障がい者支援課） 社会福祉法人九曜会ほか5法人 6,868

 障害福祉施設整備資金利子補給金（障がい者支援課） 社会福祉法人佑啓会ほか５法人 1,524

 食生活改善協議会補助金（保健センター）  食生活改善協議会 361

 心身障害者小規模福祉作業所運営費補助金
（障がい者支援課）

小規模福祉作業所
（ﾜｰｸﾌｨｰﾙﾄﾞｲﾝｸ）

6,460

 心身障害者福祉団体育成補助金（障がい者支援課） 市原市心身障害者福祉団体連絡協議会 1,248

 青尐年育成市民会議補助金（子ども福祉課） 市原市青尐年育成市民会議 1,000

 青尐年育成団体連絡会議補助金（子ども福祉課） 市原市青尐年育成団体連絡会議 2,971

 青尐年相談員連絡協議会補助金（子ども福祉課） 市原市青尐年相談員連絡協議会 4,731

 知的障害者生活ホーム補助金（障がい者支援課） 無言の絆　ほか2施設 3,264

 母子寡婦福祉会活動費補助金（子ども福祉課） 市原市母子寡婦福祉会 154

 民間社会福祉施設整備資金利子補給金 （保育課） 社会福祉法人杏の会ほか2法人 2,872
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補助及び交付金等の名称（担当課） 交付先 予算額

 民間社会福祉施設整備資金借入金補助金 （保育課） 社会福祉法人杏の会ほか１法人 3,606

 民生委員児童委員協議会運営費補助金（保健福祉課） 市原市民生委員児童委員協議会 21,147

 老人クラブ活動費補助金（高齢者支援課） 市原市老人クラブ連合会 22,554

 老人福祉施設整備資金借入金補助金（高齢者支援課） 社会福祉法人コスモス会ほか10法人 14,058

 老人福祉施設整備資金利子補給補助金（高齢者支援課） 社会福祉法人コスモス会ほか10法人 6,373

 看護師等充足対策事業補助金（保健福祉課） 市原看護専門学校 44,082

 献血推進協議会補助金（保健福祉課）  献血推進協議会 445

 上水道配水管布設事業補助金（保健福祉課）
誉田グリーンヒル地区水道組合　ほか３団
体

20,985

 ビオトープ保全活動推進事業補助金 いちはら里山クラブ　ほか１２団体 403

 水辺美化活動補助金（環境管理課） 市原市川を美しくする会　ほか１団体 460

 遠隔地し尿収集助成金（クリーン推進課） 市原防疫　ほか２事業者 5,451

 資源回収協力業者助成金（クリーン推進課） みどり産業（株）　ほか６事業者 26,566

 資源回収推進事業助成金（クリーン推進課） 市原小学校ＰＴＡ　ほか３００団体 20,920

 樹林保全地区等補助金（環境管理課） 保護樹木・土地保有者 5,566

 地域保健医療協議会補助金（保健福祉課） 地域保健医療協議会 400

 不法投棄住民監視活動費補助金（不法投棄対策課） 勝間環境を守る会　ほか１団体 1,000

 認定職業訓練運営費補助金（工業振興課） 職業訓練法人市原共同職業訓練協議会 3,500

 勤労者団体運営費補助金（工業振興課） 市内勤労者団体３団体 1,560

 中小企業退職金共済掛金補助金（工業振興課）
市内中小企業退職金共済制度加入事業
所

5,750

市原市農業振興協会補助金 （農林業振興課） 市原市農業振興協会 2,000

 園芸用廃プラスチック処理対策推進事業補助金
 （農林業振興課）

市原市農林業振興協議会 2,800

 農地流動化奨励補助金 （農林業振興課）
農業経営基盤強化促進法に基づく農地
の長期賃貸借契約者

4,533

 野菜価格安定対策事業費補助金 （農林業振興課） 市原市農業協同組合 523

 水稲病害虫防除事業費補助金 （農林業振興課） 市原市植物防疫協会 11,823

 中山間地域等直接支払交付金 （農林業振興課） 集落協定締結団体 1,333

 農業経営基盤強化資金利子補給金 （農林業振興課） 農業経営改善計画認定農業者 3,200

 農業近代化資金利子補給金 （農林業振興課） 市原市農業協同組合 666

 農業経営資金利子補給金 （農林業振興課） 担い手農業者 955

 水田農業構造改革対策事業費補助金 （農林業振興課） 米集荷業者（農協等） 1,654

 米需給調整円滑化事業費補助金 （農林業振興課） 市原市水田農業推進協議会 2,200

未査定

未査定
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補助及び交付金等の名称（担当課） 交付先 予算額

 定年帰農者支援事業補助金 (農林業振興課） 市原市農林業振興協議会 400

 有害獣被害防止対策電気柵設置事業補助金
 （農林業振興課）

市原市有害鳥獣対策協議会 6,000

 有害獣被害防止対策檻罠購入費補助金
（農林業振興課）

町会 668

 有害獣被害防止対策狩猟免許取得費補助金
（農林業振興課）

町会 132

 おいしい米づくり推進事業費補助金 （農林業振興課） 市原市農業協同組合 300

 農林業まつり事業費補助金 （農林業振興課） 市原市農林業まつり実行委員会 1,900

 市民農園設置事業費補助金（施設整備費補助金）
（農林業振興課）

市原市農林業振興協議会 300

 市民農園設置事業費補助金（運営管理費補助金）
（農林業振興課）

市原市農林業振興協議会 400

 農地・水・農村環境保全向上活動支援事業費交付金
（農林業振興課・農林業環境整備課）

千葉県農地・水・環境保全向上対策協議
会

6,737

 家畜防疫対策事業費補助金 （農林業振興課） 市原市農業振興協会 5,804

 用排水路整備事業費補助金 （農林業環境整備課） 用排水路管理団体（水利組合等） 6,000

 土地改良施設維持管理適正化事業費補助金 （農林業環
境整備課）

土地改良区 3,770

 造林事業費補助金 （農林業振興課） 千葉県森林組合市原支所 414

 森林機能強化対策事業費補助金 （農林業振興課） 千葉県森林組合市原支所 1,652

 サンブスギ林再生事業費補助金 （農林業振興課） 千葉県森林組合市原支所 5,286

 間伐材利用促進事業費補助金 （農林業振興課） 千葉県森林組合市原支所 428

 里山エリア再生交付金 （農林業振興課） 千葉県森林組合市原支所 500

 森林整備地域活動支援事業交付金 （農林業振興課） 千葉県森林組合市原支所 366

 淡水魚かい類種苗放流事業費補助金 （農林業振興課） 養老川漁業協同組合 1,552

 中小企業相談所事業費補助金（商業観光課） 市原商工会議所 8,500

 地場産業振興事業費補助金 （商業観光課） 市原市物産協議会 550

元気な商業者支援事業費補助金（商業観光課） 商業者団体 1,500

 イルミネーション設置事業費補助金  （商業観光課） 市原商工会議所 1,000

 商店街活性化チャレンジ事業費補助金（商業観光課） 市原商工会議所 1,000

 キッズチャレンジショップ事業費補助金 （商業観光課） 市原青年会議所 200

 市原たばこ商業協同組合補助金  （商業観光課） 市原たばこ商業協同組合 400

 伝統行事振興事業費補助金（五井大市）   （商業観光課） 市原商工会議所 600

 中小商業活性化事業費補助金（姉崎門前市ほか6事業）
（商業観光課）

市原商工会議所 3,112

 商店街街路灯維持管理費補助金   （商業観光課） 市内商店会 3,780

 商店街街路灯設置事業費補助金  （商業観光課） 市内商店会 1,600

- 95 -



補助及び交付金等の名称（担当課） 交付先 予算額

 企業立地奨励金（工業振興課） 企業立地促進条例に基づく企業 342,556

 消費者団体連絡協議会補助金   （消費生活支援センター） 市原市消費者団体連絡協議会 264

 市原市観光協会補助金   （商業観光課） 社団法人市原市観光協会 25,500

 市民まつり事業費補助金 （商業観光課） 市原市市民まつり実行委員会 9,000

 ミッレミリア運営費補助金（商業観光課） 市原市ミッレミリア実行委員会 300

 景観形成助成金(認定団体運営費)（都市景観推進室） 景観形成助成金交付要綱に基づく団体 270

 まちづくり協議会補助金（まちづくり課） まちづくり活動支援要綱に基づく協議会 720

 自主防災組織活動事業費補助金 自主防災会 2,910

 ポンプ操法大会運営事業交付金 市原市消防団 3,930

 消防団員福祉共済事業交付金 市原市消防団 4,899

 消防団管理運営事業交付金（消防総務課） 市原市消防団 11,598

 ＰＴＡ連絡協議会補助金（生涯学習課） 市原市PTA連絡協議会 400

 学校警察連絡協議会補助金（指導課） 学校警察連絡協議会 186

 青尐年補導員連絡協議会活動費補助金
（青尐年指導センター）

青尐年補導員連絡協議会 253

 小学校音楽発表会事業費補助金（指導課） 市内小学校 1,252

 私立幼稚園類似施設心身障害児教育事業費補助金
（教育総務課）

市内私立幼稚園類似施設 360

 スポーツ・レクリエーション祭開催事業補助金
（スポーツ振興課）

市原市体育指導委員連絡協議会 405

 全国・広域音楽発表会派遣費補助金（指導課） 市内小・中学校の音楽クラブ等 246

 総合型地域スポーツクラブ運営事業補助金
（スポーツ振興課）

総合型地域スポーツクラブ 420

 中学校音楽発表会事業費補助金（指導課） 市内中学校 875

 特別支援教育研究連盟補助金（教育センター） 市原市特別支援教育研究連盟 399

 非行化防止活動費補助金（指導課） 市原市PTA連絡協議会 1,839

 ふるさと芸能フェスタ実行委員会補助金
（ふるさと文化課）

市原ふるさと芸能フェスタ実行委員会 581

 夢プラン２１事業費補助金（指導課） 市内中学校 3,000

 学校教育推進協議会補助金（指導課）
小・中学校の校長会、教頭会、事務職員
会、教育研究会

1,861

 学校体育施設開放運営委員会補助金
（スポーツ振興課）

学校体育施設開放運営委員会連絡会 198

 市原・袖ケ浦尐年尐女発明クラブ補助金
（生涯学習課）

市原・袖ケ浦尐年尐女発明クラブ 624

 市原高滝湖マラソン大会実行委員会補助金
（スポーツ振興課）

高滝湖マラソン大会実行委員会 400

 市原市体育協会補助金（スポーツ振興課） 市原市体育協会 14,000

 市民体育祭地区補助金（スポーツ振興課） 市原市社会体育振興会 7,092

- 96 -



補助及び交付金等の名称（担当課） 交付先 予算額

 指定文化財保存整備事業費補助金（ふるさと文化課） 指定文化財所有者 2,400

 私立学校等公開講座補助金（生涯学習課） 私立学校等 100

 私立幼稚園振興費補助金（教育総務課） 市内私立幼稚園 14,109

 小中学校体育連盟補助金（大会派遣費）（指導課） 小中学校体育連盟 1,400

 小中学校体育連盟補助金（本部費・県負担金・大会運営
費）（指導課）

小中学校体育連盟 2,349

 文化祭実行委員会補助金（ふるさと文化課） 市原市文化祭実行委員会 2,583

 文化団体連合会補助金（ふるさと文化課） 文化団体連合会 1,093

 民俗芸能文化財連絡協議会補助金（ふるさと文化課）  民俗芸能文化財連絡協議会 610

1,817,661　　小　　　計
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(2)個人・企業等への補助 （単位：千円）

補助び交付金等の名称 予算額

 介護保険社会福祉法人低所得者利用者負担軽減補助金
（高齢者支援課）

50

障害者低所得者訪問介護利用者負担軽減助成金
（高齢者支援課）

50

 グループホーム入居者家賃補助金（障がい者支援課） 7,500

 障害者支援施設等通所者交通費補助金（障がい者支援
課）

24,100

 重度身体障害者住宅改造費助成金（障がい者支援課） 3,000

 障害者低所得者利用者負担軽減補助金（障がい者支援
課）

300

 福祉作業所通所者交通費補助金（障がい者支援課） 7,000

 高齢者住宅改造費助成金（高齢者支援課） 3,000

 老人福祉施設整備費補助金（高齢者支援課） 65,400

スプリンクラー整備費補助金（高齢者支援課） 24,210

 認可外保育施設利用者補助金 （保育課） 20,000

 犬猫の不妊・去勢手術普及事業補助金（保健福祉課） 800

 エコハウス設備設置費補助金（環境管理課） 3,000

 生垣設置奨励補助金（公園緑地課） 2,500

 生ごみ肥料化容器購入費補助金（クリーン推進課） 340

 生ごみ処理機購入費補助金（クリーン推進課） 1,600

 合併処理浄化槽設置事業補助金（クリーン推進課） 127,000

 企業立地奨励金（工業振興課） 342,556

 中小企業資金融資利子補給金（工業振興課） 264,446

 ＩＳＯ認証取得事業補助金  （工業振興課） 1,500

 狭あい道路後退用地整備助成金（土木管理課、南部土木
事務所）

1,847

 私道整備補助金（道路維持課、南部土木事務所） 10,993

 特定建築物耐震診断費補助金（建築指導課） 3,000

 木造住宅耐震改修補助金（建築指導課） 25,000

 民間建築物吹付けアスベスト対策費補助金（建築指導課） 300

 住宅建設資金利子補給補助金（住宅課） 4,651

 木の家普及促進事業補助金（住宅課） 2,500

 がけ地崩壊対策事業補助金（住宅課） 3,000

 教育資金利子補給金（教育総務課） 2,821
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補助び交付金等の名称 予算額

 児童遠距離通学費補助金（教育総務課） 4,400

 生徒遠距離通学費補助金（教育総務課） 5,098

 私立幼稚園就園奨励費補助金（教育総務課） 279,502

 私立幼稚園等園児補助金（教育総務課） 120,654

 中学校全国・関東大会選手派遣費補助金（指導課） 926

 小中学校体育大会選手派遣費補助金（指導課） 7,100

小　　　計 1,370,144
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土地開発基金による用地取得計画事業一覧 

 

平成 22 年度で土地開発基金により用地取得を計画している事業は次のとおりです。 

 

事業名（路線名） 限度額 

道路橋りょう整備事業 

150,000千円以内 

 ・24 号線（久々津区間）    ・48 号線（喜多・金剛地） 

 ・53 号線（川在・原田）    ・71 号線（藪・皆吉） 

 ・86 号線（馬立・上原）    ・110 号線（迎田・不入斗） 

 ・111 号線（南町・二枚橋）   ・112 号線（立野区間、引田・西野） 

 ・198 号線（佐是・妙香）    ・241 号線（能満・山木） 

 ・1001 号線（今津朝山・柏原） ・1659 号線（迎田） 

 ・1431 号線（椎津川左岸）    ・1451 号線（椎津川右岸） 

 ・2119 号線（金川原・白塚）   ・2920 号線（島野・町田） 

 ・3121 号線（八幡高校前）     ・3138 号線（菊間・大厩） 

 ・3258 号線（藤井・能満）     ・5065 号線（松崎） 

 ・ア－22 号線（今津朝山）     ・3128 号線（古市場） 

 ・3469 号線（平田）           ・3352 号線（草刈） 

 ・7005 号線（山口）      ・7165 号線（久保） 

都市計画道路整備事業 

200,000千円以内 

 ・八幡椎津線（姉崎）           

 ・八幡椎津線（八幡） 

 ・八幡椎津線関連道路（市道ア－143 号線） 

 ・青柳海保線（千種郵便局前・ＪＲ内房線） 

 ・姉崎君塚線    

 ・島野椎津線                  

 ・押沼安須津線（五井本納線・千葉茂原線） 

 ・市道 4025・4437・3338 号線（押沼安須線関連） 

 ・姉崎海岸椎津台線 

河川改修事業 
10,000 千円以内 

  ・戸田川改修事業 ・上前川改修事業 

若宮都市下水路整備事業 11,400 千円以内 

（仮称）市原南ＩＣ周辺地区まちづくり促進事業（市道 6250 号線） 6,678 千円以内 

（仮称）南部保健福祉センター建設事業 95,000 千円以内 

用地取得費には、補償費及び事務費を含む。 

 

 




